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本資料の位置づけ及び注意点 
 

 

平成29年に改定された道路橋示方書において、コンクリート系床版を有する鋼桁の設計に

あたっては、床版のコンクリートと鋼桁との合成作用を適切に考慮しなければならないこと

が明確に規定された。主桁の断面応力を算出する場合の床版の合成作用の取り扱いについて

は、従前の基準（平成14年道路橋示方書）から同様であるが、当協会や（公社）日本道路協

会への質問等も多いところである。 
 
このため、コンクリート系床版を有する鋼桁の設計・施工品質の確保と業務の円滑化のた

め、本資料では、特に床版と鋼桁の合成作用を適切に考慮して必要な検討がされることに主

眼をおいて、道路橋示方書および鋼道路橋設計便覧に示される主な設計項目を設計フローと

して取りまとめている。 
  
 なお、本フローには全ての設計項目が示されているわけではなく、また検討の順番は本フ

ロー通りでなくてもよいが、道路橋示方書が求める橋の性能となるように一連の検討が行わ

れる必要がある。また、架設ステップに応じて床版の状態や鋼桁の耐荷性能を検討する場合

には、道路橋示方書に規定される設計状況とは別に検討する必要がある。本フローの活用に

あたっては、これらの点に注意されたい。 
 

  



コンクリート系床版を有する鋼桁の設計の考え方及び留意点 
 
 
コンクリート系床版を有する鋼桁を対象に、道路橋示方書及び鋼道路橋設計便覧に記載さ

れている主な設計項目を設計フローとしてまとめたものを次項以降に示す。設計フローでは、

床版、鋼桁、ずれ止めそれぞれについて、耐荷性能、耐久性能、橋の使用目的との適合性を満

足するために必要なその他の性能が満足されるよう、ブロック分けして示し、設計にあたっ

ての留意点についても併記している。なお、設計フローは全ての設計項目が示されているも

のではなく、また、実際の検討の順番は、この設計フロー通りでなくてもよいが、道路橋示

方書が求める橋の性能となるように一連の検討が行われる必要があり、詳細については、道

路橋示方書及び鋼道路橋設計便覧を参照する必要がある。 
 

道路橋示方書Ⅱでは、コンクリート系床版を有する鋼桁の設計にあたっては、床版のコン

クリートと鋼桁との合成作用を適切に考慮しなければならないことが規定されている。道路

橋示方書Ⅱでは、床版と鋼桁が全長にわたって適切に結合され、両者が一体なった合成断面

として扱う設計を行う場合以外については、合成効果を不完全な形で考慮できる結合方法を

含め具体的な照査方法や構造細目などの規定を普遍的に示すことが困難であるために規定さ

れていない。ただし、道路橋示方書で求められる性能が確保されれば、道路橋示方書に規定

していない方法も採用することは可能である。 
 
床版と鋼桁が確実に一体で挙動するよう剛なずれ止めで結合しない場合の合成作用の考慮

の方法としては、鋼道路橋設計便覧において、桁構造を構成する部材等に対して、床版と鋼

桁の合成作用を完全に考慮するか、又は全く考慮しないかの両方に対して安全側となるよう

に耐荷性能と耐久性能を照査する方法が標準として示されている。いずれのずれ止めで結合

する場合においても、床版と鋼桁の合成作用を完全に考慮した照査は必須となることから、

本フローでは、床版と鋼桁の合成作用を完全に考慮する場合の設計項目を示している。また、

道路橋示方書Ⅱ3.8.3 の規定により、床版の更新及び修繕時に鋼桁の横倒れ座屈等が生じず確

実に行える構造とする等の目的で、床版を桁の一部として考慮しない設計が行われる場合が

ある。本フローを参考として必要な検討を加えることにより（関連する内容は設計フローに

おける注釈 18、19 に記載）、道路橋示方書に求められる性能を満足した上で、床版を桁の一

部として考慮しない設計を行うことも可能である。 
 
 



 
図 コンクリート系床版を有する鋼桁の設計フロー（1/2） 

コンクリート系床版の

限界状態1・限界状態3

[道示Ⅱ]

11.3（ 限界状態1）

11.4（ 限界状態3）

[道示Ⅱ] 11.12（橋梁防護柵に作用

する衝突荷重に対する照査）等

《永続・変動作用支配状況の照査》※6

耐荷性能

コンクリート系床版の設計※3

耐久性能

疲労照査※8

[道示Ⅱ] 11.5（疲労に対する照査）

[道示Ⅱ] 11.6（ 内部鋼材の腐食に

対する照査）
内部鋼材の腐食の照査※9

《偶発作用支配状況の照査》※6

橋の使用目的との適合性を満足するために必要なその他の性能

橋梁防護柵に作用する衝突荷重に対する照査等

床版と鋼桁の合成作用を考慮した場合の断面力の算出

主桁断面の設定

[道示Ⅱ] 14.3.3(3)

鋼桁との合成作用を考慮した

床版の設計※10

引張力を受ける床版の

鉄筋量及び配筋※12

せん断力が集中する

部分の構造

[道示Ⅱ] 14.3.6

床版の有効幅の算出

断面諸元の算出【鋼桁，鋼桁＋鉄筋，鋼桁＋床版】

[道示Ⅱ] 14.3.4

[道示Ⅲ]の関連する

規定による照査

《施工時の照査》

床版コンクリートの

設計基準強度※11

[道示Ⅱ] 14.3.2

NO

※3 ［道示Ⅱ］11 章の規定により設計する。

なお、［道示Ⅱ］11 章に規定されていないコ

ンクリート部材の設計に関する事項は道示

Ⅲ編の関連規定により設計する。 ここでコ

ンクリート系床版とは、［道示Ⅱ］11.2.1に規

定されている鉄筋コンクリート床版、プレスト

レストコンクリート床版、鋼コンクリート合成

床版及びPC合成床版を対象としている。

床版の

支間

床版の設計

曲げモーメント
最小全厚

※5

コンクリート

の設計基準

強度

鉄筋の種類

と配置
床版の

ハンチ

桁端部の

床版

コンクリート系床版の設計で前提となる条件※4

[道示Ⅱ]

11.2.2

[道示Ⅱ]

11.2.3
[道示Ⅱ]

11.2.4 [道示Ⅱ]11.2.6
[道示Ⅱ]

11.2.7

[道示Ⅱ]

11.2.12

[道示Ⅱ]

11.2.13

※5 鋼コンクリート合成床版及びPC合成

床版は、床版の最小全厚だけでなく、底

鋼板及びPC板の最小板厚を満足する必

要がある。［道示Ⅱ］11.2.5

※4 プレストレストコンクリート床版、鋼コン

クリート合成床版及びPC合成床版は、フ

ロー中に示す他に、下記の規定を満足する

必要がある。

・プレストレストコンクリート床版

：［道示Ⅱ］11.2.8

・鋼コンクリート合成床版

：［道示Ⅱ］11.2.9、11.2.10

・PC合成床版：［道示Ⅱ］11.2.11

[道示Ⅱ]11.7

※8 鋼コンクリート合成床版の場合、最小

全厚及び応力度の照査に加えて、底鋼板、

ずれ止め、補強材の溶接部等の疲労の照

査を［道示Ⅱ］8章の規定により行う。なお、

［道示Ⅱ］8章に規定されていない溶接接手

を用いる場合には、実際の鋼板パネルと同

様の施工手順及び施工管理を再現して製

作した試験体を用いて疲労試験を実施する

など、採用する溶接接手の疲労強度を確認

する必要がある。［道示Ⅱ］11.5(10)

※9 鋼コンクリート合成床版における内部

鋼材の腐食に対する耐久性能は、底鋼板

や側鋼板によってコンクリートを覆い、コン

クリート内部への飛来塩分の浸入を抑え

た上で、コンクリート内部に埋め込まれな

い底鋼板や側鋼板などについては、適切

な防せい防食を行う必要がある。

※1 偶発作用支配状況における床版の鉄

筋の制限値は、床版に生じるひび割れや応

力をどの程度に留めるかも含め個別に検討

する必要がある。［鋼橋設計便覧］4.3.2

※12 永続作用支配状況を含む設計状況に

おいて引張応力が発生する場合は該当する。

※10 ［道示Ⅱ］14.3の規定により設計する。

※13 ［道示Ⅱ]第5,13,14章の規定により

設計する。

鋼桁の施工時（架設時）の照査※14

※7 床版は、コンクリート打設時に生じる

たわみにより、硬化中のコンクリートのひ

び割れや有害な変形や応力集中が生じ

ないようにする必要がある。［道示Ⅱ］11.7

連続桁の場合，既に硬化をし始めた部

分のコンクリートに過大な引張応力が生じ

ないよう，あらかじめコンクリートの応力度

を照査し，コンクリートの打込みの範囲や

順序、設計で前提とする施工の条件を決

定する必要がある。［鋼橋設計便覧］7.4.3

※14 鋼桁の架設のステップや、床版の打

設ステップなどに応じた作用の生起順序を

考慮して、鋼桁を所要の状態に留めるよう

設計する必要があり、［道示Ⅰ］2.1に規定さ

れている設計状況とは別に検討する必要が

ある。［鋼橋設計便覧］7.2.3

架設ステップ等の施工条件の設定

【設計条件の設定】

○設計で前提となる材料、施工、維持管理の条件 ［道示Ⅱ］1.4、1.5、1.6

○偶発作用支配状況において留める床版コンクリートの状態 ［鋼橋設計便覧］4.3.2 ※1

〇構造設計上の配慮事項 [道示Ⅰ] 1.8.3  [道示Ⅰ] 3.8.3

・床版の更新及び修繕に対する構造設計上の配慮 ［鋼橋設計便覧］2.3.4(3) ※2
・斜橋又は曲線橋の場合のたわみ差やねじりの影響への配慮 [道示Ⅱ] 14.1.1 解説

床版の

辺長比

[道示Ⅱ]

11.2.1

※6 風荷重や地震の影響などの横荷重に

対して、床版とその他の横構等の部材で抵

抗できるよう設計する。なお、横荷重に対す

る床版と横構等の部材の荷重分担の比率

は、構造の特徴を踏まえるとともに、部材ご

とに安全側の評価となるよう、適切に設定

する必要がある。［鋼橋設計便覧］6.3.7

※11 床版のコンクリートを桁の一部として

考慮せず設計する場合は24N/mm2以上と

してもよい（鉄筋コンクリート床版の場合）。
コンクリート系床版を有する

鋼桁の設計（耐荷性能）※13

施工時の前提条件

の整理、照査※7

YES

【設計の基本方針】

〇コンクリート系床版と鋼桁の合成作用を適切に考慮 [道示Ⅱ] 14.1.2

・ずれ止めを含む全ての部材の疲労耐久性や偶発作用が支配的な場合を含む設計で考慮する全ての設計状況

に対して、コンクリート系床版と鋼桁の合成作用を適切に考慮する ［道示Ⅱ］14.1.2解説

・コンクリート系床版と鋼桁の合成作用を完全に見込まない設計では、桁構造としてとらえるのではなく、桁構造を

構成する部材等に対して，床版と鋼桁の合成作用を完全に考慮するか，又は全く考慮しないかの両方に対して

安全側となるように耐荷性能と耐久性能を照査する ［鋼橋設計便覧］7.2.1

START

施工時の照査

※2 ［道示Ⅱ］3.8.3 4)において、設計供用

期間中の更新及び修繕の実施方法につい

て検討すべき部材として少なくとも床版を標

準とすることが規定されている。

設計供用期間中の維持管理が確実となる

構造や部材配置とすることへの配慮が必要

である。構造設計上の配慮事項として、維

持管理の容易さについても検討する必要が

ある［鋼橋設計便覧］2.3.4(3)



 
図 コンクリート系床版を有する鋼桁の設計フロー（2/2） 

END

鋼部材の耐久性能の照査※23

※16 橋が置かれる状況を表現する

作用の組合せは、その生起順序に主

従，後先がない。それぞれの荷重組合

せに対して照査を行うものであり、作

用の組合せごと、さらには区間によっ

て、抵抗断面は異なるため注意する必

要がある。［鋼橋設計便覧］7.2.3

※23 ［道示Ⅱ］6章、7章、8章の規定に

より照査する。鋼部材の疲労に対する

耐久性能の照査は、コンクリート系床版

と鋼桁との合成作用により生じる断面

力や不静定力を適切に考慮し、鋼桁、

床版及びずれ止めに対して設計を行う

必要がある。 ［鋼橋設計便覧］7.2.1

※21 斜角を有する橋の場合、床版

端部の補強が確実に施工できる構造

とする必要があり、床版と鋼桁のずれ

止めと補強鉄筋の配置に注意する。

※18 ［道示Ⅱ］3.8.3 4)において、設計

供用期間中の更新及び修繕の実施方

法について検討すべき部材として少なく

とも床版を標準とすることが規定されて

いる。なお、フローの早い段階で検討し

てもよい。

※15 ［道示Ⅱ］14.3.5を考慮。制限値

は［道示Ⅱ］14.3.5(3)を用いる。架設時

応力が残留する場合は、その応力を

作用の組合せ①～⑪で生じる応力に

加えて、適切に考慮する必要がある。

［鋼橋設計便覧］7.2.3

その他の性能

NO

YES

たわみの照査

YES [道示Ⅱ] 3.8.2
NO

[道示Ⅱ] 3.8.3 4)

更新や修繕が容易になるよう施工時に実施しておくことが

望ましい補強内容の検討※20

※17 床版作用（応答）に対する照査

は、コンクリート系床版の設計で実施

するため、ここでは示していない。

架設時応力が残留する場合は、その

応力を作用の組合せ①～⑪で生じる

応力に加えて、適切に考慮する必要

がある。［鋼橋設計便覧］7.2.3

偶発作用支配状況における床版の

鉄筋の制限値は、床版に生じるひび

割れや応力をどの程度に留めるかも

含め個別に検討する必要がある。［鋼

橋設計便覧］4.3.2

床版の補修及び更新に

対する構造設計上

の配慮 ※18

YES 

NO作用の組合せ②～⑪に対して

床版コンクリート引張応力度＞制限値※15

[道示Ⅱ] 14.6.2(3)

床版断面の見直しをするか

NO

NO

抵抗断面を「鋼桁＋床版

（合成断面）」と設定する

※16

抵抗断面を「鋼桁＋床版

（合成断面）」と設定する

作用の組合せ①に対して

床版コンクリート応力度＞0.0※15

YES 

NO

[道示Ⅱ] 14.6.2(3)

抵抗断面を「鋼桁＋床版

鉄筋（鋼断面）」と設定

する※16

床版断面の見直しをするか

NO

作用の組合せ①に対して

桁の断面の一部としての作用（応答）に対する

照査及び主桁作用（応答）と床版作用（応答）

の重ね合わせに対する照査を満足するか※17

《永続作用支配状況》

YES 

YES

YES

抵抗断面を「鋼桁＋床版

鉄筋（鋼断面）」と設定

する※16

抵抗断面を「鋼桁＋床版

（合成断面）」と設定する

※16

《変動・偶発作用支配状況》

作用の組合せ②～⑪に対して

桁の断面の一部としての作用（応答）に対する

照査及び主桁作用（応答）と床版作用（応答）

の重ね合わせに対する照査を満足するか※17

YES
NO

抵抗断面を「鋼桁＋床版

（合成断面）」と設定する

NO

ずれ止め間隔の照査

[道示Ⅱ] 14.5.3，14.5.4

頭付きスタッド その他ずれ止め

作用の組合せ①～⑪に対して

せん断力照査（限界状態1・限界状態3）

を満足するか
[道示Ⅱ] 14.6.4（ 限界状態1）

[道示Ⅱ] 14.7.4（ 限界状態3）

[道示Ⅱ] 14.5.1

作用の組合せ①～⑪の

水平力に対して所定の位置を

確保できる接合方法か※22

作用の組合せ①～⑪に対して

床版と鋼桁の作用力に対して

安全な設計か※22

[道示Ⅱ] 14.5.1(1)

[道示Ⅱ] 14.5.1（2)

ずれ止めの設計

（耐荷性能）

ずれ止めにスタッドを用いるか

[道示Ⅱ] 

14.5.1

床版の補強鉄筋等の

見直し［鋼橋設計便覧］

6.5 斜橋※21

※22 スタッド以外のずれ止めを適用

する場合には、ずれ止めに発生する

断面力の種類と大きさ、伝達機構や降

伏及び破壊に対する安全余裕、疲労

特性等について十分に検討したうえで

設計する必要がある。［鋼橋設計便

覧］7.5.1 その際、頭付きスタッドと同様

に、せん断力を受けるずれ止めは、限

界状態1及び限界状態3を超えないこ

とを適切に照査する必要がある。

※19 交通量の実態等から橋の供用

を完全に停止することが困難な場合に

は、交通規制を行ったうえで容易に打

替えを行える手順、仮設計画等につい

て検討を行う。仮設計画の作成にあ

たって、補強材の設置やそれを設置す

るための補強が必要な場合にはその

設計を行うとともに、［道示Ⅰ］1.8.3 の

規定に従い、維持管理段階に引き継ぐ

必要がある。［鋼橋設計便覧］2.3.4

配慮の方法の1つとして、将来の床版

の更新及び修繕の方法の不確実性等

も考慮し、床版を桁の一部として考慮し

ない状態でも鋼桁及び床組のみで安

定するように鋼桁の照査をする方法が

ある。その照査における作用について、

［道示Ⅰ］の作用の組合せを準用する

場合は、施工条件や構造条件に応じて

適切な組合せを用いる。
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※20 将来の補修・補強や部材等の更

新の際に供用性を確実に確保する観

点から，それらの措置をあらかじめ行

うことがより合理的と考えられる場合に

は供用前に措置を行うのがよい。［鋼

橋設計便覧］2.3.4

想定する更新及び修繕方法の検討とそれを確実に行える

橋の構造となることへの構造設計上の配慮の検討※19

耐久性能


